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2024 年 5 月号トピックス 

 

 

外国人投資家向け事業許可申請システム「e-Foreign Business」 

 

2024年 5月 20日、商務省の事業開発局は、仏暦 2542（1999）年の外国人事業法に

関する重要事項について会議した。事業開発局は、新しいオンラインサービス「e-

Foreign Business」を開始する準備を進めている。これは、外国人投資家が外国人

事業法に基づいて事業許可を申請するためのシステムであり、2024 年 7月に本格的

なサービスを開始する予定である。「e-Foreign Business」は、完全な電子サービ

スを提供する。これには、外国人の事業運営に関する許可/証明書の申請、電子支払

い（e-Payment）、電子領収書（e-Receipt）、電子署名（デジタル署名）、電子許

可証/証明書の発行（e-Foreign Business License/e-Foreign Certificate）をイ

ンターネットを介して行うことが含まれる。サービス利用者は、e-Foreign 

Businessシステムを通じて、オンラインで即座に許可証/証明書をダウンロードで

きる。 

 

【解説】 

 ビジネス・ライセンスを取得することは、以前と比して、相当、簡単になったと

思います。10年以上前は、本当に、取得が原則的に無理、という感じでした。 

 このオンラインサービスによって、ビジネス・ライセンスの取得に要する期間が

短縮されることが期待されますが、現状、判定する委員会は月に一度ですから、そ

れほど大差がないのではないか、というのが弊事務所弁護士の見解です。 
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